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�．はじめに

経済のグローバル化、情報・通信・運輸手段の

発達による人の国際的な移動はますます活発にな

り、２００５年には１億９１００万人の人々が生まれた国

を離れて生活していると推定されている

（UNFPA，２００６）。移民や単純労働者の受け入れ

に対して表向きは一貫して消極的な姿勢をとって

きた日本も非公式には外国人労働者を限定的に受

け入れており、人の国際的移動の影響は例外なく

押し寄せている。日本における外国人登録者数は

３０年間に３倍近くに膨れ上がり、２００５年末現在の

外国人登録者数は２００万人を超えた（法務省，

２００６）。これらの外国人の滞日パターンは単身・

短期滞在型から、家族・長期滞在型へと変化し、

子どもとともに来日したり、日本で出産、子育て

をする外国人も増加している。２００４年末現在、１０

歳未満の外国人登録者数は約１３万人弱となってい

る（法務省，２００５）。また、外国人を親に持つ子

どもの出生数も増加しており２００４年には３３人に１

人が外国人の親から出生している（厚生労働省，

２００５a；厚生労働省，２００５b）。

住み慣れた自分の国を離れて異国で生活するこ

とはそれだけでもストレスを伴う経験であるが、

その上、出産、子育てをしている親は二重の負担

を抱えることになり、メンタルヘルスのリスクが

高いグループであると推測される（大関・牛島・

ノールズ・ほか，２００６）。また、外国人は子育て

において日本人とは異なるストレスや困難を経験

していることも報告されている（清水・増田，

２００１；清水，２００２；李・井上・牛島，２００３）。こ

れらのニーズに対応するために、自治体やボラン

ティアグループ主導の外国人母子支援の取組みも

見られるようになっている。しかし、現状では、

集住地区や一部の自治体を除いては、必ずしも外

国人特有のニーズに配慮した子育て支援が十分に

行われているとはいえない。全国の自治体に対し

て実施された調査では、約７割の自治体が現在の

母子保健サービスにおける外国人支援体制は不充

分であると回答していた（堀田・牛島・小林・ほ

か，２００３）。

いわゆる「ニューカマー」と呼ばれる、新しく

日本にやってきた外国人の増加が顕著となった

１９８０年代後半から、日本でも在日外国人の母子保

健に関する研究は増加し始めた（李，１９９４；小川

・李・峰岸，１９９９）。外国人の子育てに関する関

心の高まりとともに、最近では外国人の育児スト

レス、育児不安などのテーマを取り扱った研究

（今村・�橋，２００３；清水・増田，２００１；清水，
２００２；李・井上・牛島，２００３）や、外国人子育て

の現状を明らかにしようとした調査（堀田，

２００３；山岡・谷口・森本・ほか，２００１）も行われ

るようになってきているが、その数はまだ少な

い。外国人が移住先で抱える生活問題やニーズ

は、国籍や民族・文化的背景、移住に至った経

緯、移住先社会で置かれた状況などに影響を受け

て多様であると考えられるが、そういった様々な

要因を踏まえて日本人とは異なる外国人の子育て

における特有の問題を包括的に捉えた研究は特に

少なく、今後さらに探索的な研究が必要である。

また、これまでの調査・研究は外国人集住地区や

首都圏で行われているものが多い。しかし、これ

らの地域では外国人母子支援に関して比較的先進

的な取組みが行われていることや外国人が利用で

きる資源も多く存在することから、その他の地域
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の状況には当てはまらないことも多く、外国人が

散在的に居住する地域においても、さらに多くの

研究が必要であろう。また、自治体に対して外国

人への母子保健サービスの提供状況や外国人によ

る利用状況を明らかにしようとした調査も行われ

ている（堀田・牛島・小林・ほか，２００３）が、同

一地域において外国人の保護者、行政、及び外国

人支援に関わる実践者等の複数の視点から見た現

状を比較することによって問題点や課題を明らか

にしようとした研究は少ない。当事者とサービス

提供者の視点から見た現状は必ずしも一致すると

は限らず、今後、より実際のニーズに即した効果

的な子育て支援を行っていくためには、両者の立

場から問題を捉えていくことが必要であると考え

る。

以上のことから、本研究は、ニューカマーの外

国人が散在的に居住している関西地方の A県に

おいて外国人保護者、行政の母子保健・福祉サー

ビス担当者、及び、外国人支援に携わっている実

践者（以下、支援者）の三者の視点から、外国人

の子育てニーズの実態、及びソーシャルサポート

や社会資源の利用状況等について探索的に導き出

すことを目的に実施した。調査対象に支援者を加

えたのは、彼らが持つ外国人支援の実践経験か

ら、より包括的かつ客観的な情報を得ることが可

能であると考えたからである。さらに、調査で得

られたデータの妥当性を高めるために A県内で

外国人登録者数の多い三つの地域を調査地として

選択し、それぞれの調査地において外国人保護

者、行政、及び支援者に対するインタビュー調査

を実施した。

�．外国人保護者へのグループインタ
ビュー調査

１．調査方法

①対象及び調査期間

１９８０年後半以降に来日後子育てを経験し、子ど

もが現在小学校低学年程度以下である外国人保護

者を対象とした。三つのそれぞれの調査地で、支

援団体などを通じて、英語、中国語、スペイン

語、ポルトガル語、ルビつきのやさしい日本語の

５言語のチラシにより募集し、協力者を得た。調

査期間は２００５年１１月から２００６年１月であった。

②方 法

データの収集にはフォーカスグループインタ

ビュー法を用いた。グループインタビュー法（安

梅，２００１）を参考に、倫理的配慮のもと、インタ

ビューガイドに沿って約１時間半の半構造的なグ

ループインタビューを実施した。守秘義務につい

ての説明を行い、許可を得た上でインタビューを

録音した。対象者の非言語的反応は、観察者が記

録した。また、対象者の日本語力に応じて通訳を

配置した。終了後、属性を得るためのアンケート

を実施した。

フォーカスグループインタビューを用いた主な

理由は、１．本調査の目的が探索的であること、

２．（日本人である）調査者に対して、グループ

であれば対象者が安心して率直な発言をしやすい

こと、３．グループの相互作用によってより広範

なデータが得られること（Vaughn, Schumm &

Sinagub，１９９６）などである。

③インタビュー質問項目は、日本で子育てをして

いてでどのようなことが困難だったか、子育て

で、どんなサービスを利用したり、誰から援助を

得たりしたか、どんなサービスや情報があったら

いいと思うか、日本での子育てについて感じてい

ることの４つであった。

④分析方法

調査者が録音媒体から逐語録を作成し、

Vaughn, Schumm & Sinagub（１９９６）及び安梅

（２００１）を参考に分析を行った。まず、発言内容

及び非言語的反応から調査目的に重要な情報を与

える項目を抽出し単位化した。この単位を質問の

テーマ別に分類し、カテゴリーを作成するという

プロセスを調査地ごとに繰り返した。分析プロセ

スの客観性と妥当性を確保するため、分析は外国

人支援を専門領域として実践・研究を行っている

協力者と共に行った。

２．結 果

①対象者の属性

各グループインタビューの参加者数は３名から

５名で、３グループの合計は１３名であった。その

内、夫婦での参加が２組あった。参加者の国籍

は、ブラジル、ペルー、中国、フィリピンであっ

― ―１１６ 社 会 学 部 紀 要 第１０３号



た。年齢は２０代から４０代、滞日年数は４年～１７

年、子どもの数は１人から３人、末子の年齢は１

歳から１０歳であった。専業主婦１名を除いてはす

べての参加者が仕事を持っていた。また、日本人

と結婚をしている者が４名いた。自己評価による

参加者の日本語のレベルを尋ねると、聞いて理

解、話す、読む、書く、の４段階評価（１：でき

ない～４．できる）の平均点は１．５～３．５であった。

②子育てにおける困難な経験や問題など（表１）

データ分析の結果、子育てにおける困難な経験

としては、「言語の違いによる問題」「子どもの教

育・学校・進路に関する悩み」「子どもの母語維

持」「親子関係に関する悩み」「経済的問題」「文

化や習慣、子育ての価値観の違いに対する戸惑い

や困難」「公的機関や医療機関などの利用に関す

る不満や問題」「子育てに関する情報の不足・欠

如」「ソーシャルサポートや人付き合いに関する

問題」「子育てに関する不安」というカテゴリー

が得られた。

言語の違いに関する問題は、公的機関や病院で

言葉が通じないことや、そのために常に誰かに付

き添ってもらわなければいけないこと、役所や保

育所、学校からの書類や手紙が読めないことなど

であった。子どもの教育・学校や進路に関する悩

みでは、子どもの日本語力が不十分ではないかと

いう心配、親が子どもに勉強を教えることができ

ないという問題、子どもの進路についての悩み、

そして、学校でのいじめや差別の心配などがあげ

られた。子どもに母語や自分の文化を伝えること

に関する問題も多くあげられた。ほとんどの親は

母語を習得・維持させたいと考えていたが、子ど

もが母語を忘れてしまう、母語に関心がないとい

う悩みを持っていた。そして、次第に親子のコ

ミュニケーションが難しくなるという問題に発展

していた。また、親子関係が「日本人のように冷

たくなってしまった」ことを寂しく感じている保

護者もいた。さらに、日本と自分の国との子育て

観の違いに困惑しているとともに、自分の子ども

が影響されることを不満・不安に感じていた。保

育園での生活習慣の違いに戸惑ったという意見も

あった。経済的問題としては、子どもの将来の学

費についての懸念が述べられた。また、国民健康

保険料や保育料が高く負担になっており、その説

明をきちんと受けられずにいることも不満の一因

となっていた。公的機関や病院などの対応に関す

る問題では、制度の利用申請時などに、外国人だ

から適切に対応してもらえないことがあると感じ

ていたり、病院の診療時間が短く医師が早口で

しゃべるため理解できないといったコミュニケー

ションの難しさや、外国人だからと診療を拒否さ

れた経験を話す者も複数いた。子育て情報に関す

る問題では、公的制度やサービスに関する情報が

得られない、子育ての方法や子どもの成長・発達

に関する知識が得られないということや、また、

どこに行けば子育てに関する情報が得られるのか

わからないという情報へのアクセスの問題もあげ

られた。子育てサポートの問題については、十分

に子育てに関するサポートが得られていない場合

があることがわかった。また、「同じ国の人と新

しく知り合う機会がない」「日本人とは壁がある

ように感じ、自分を自然に出せない」「日本では

近所の人とのつながりがなく寂しい」などの意見

から、新しいサポート源を得られる機会は限られ

ていることがわかった。

子育てや子どもの将来に関する不安では、「二

つの文化で育っていく子どもがこれからどうなる

のか心配」といった将来に関する漠然とした不安

や、「どこに行けば子どもを他の子どもと遊ばせ

ることができるのかわからない」などという育児

の悩みが低年齢の子どもを持つ保護者からあげら

れた。

③子育てのサポート源

子育てにおけるサポート源としては、「同国出

身者」「家族」「日本人の知人」「職場」「学校、保

育所」「外国人支援サービス、支援団体など」「宗

教関係者」「その他」という結果が得られた。主

なサポート源となっているのは、家族、親戚、同

国出身の友人やグループ、外国語によるミサを

行っているカトリック教会の関係者などであっ

た。子どもの学校に派遣されている通訳が学校生

活全般にわたってサポートを提供しているという

ケースも複数あった。また、職場の通訳や同僚が

役所に付き添ったり、書類の記入や手続きを手

伝ったりしているというケースもみられた。国際

交流協会や外国人支援サービスの利用、近隣の日

本人からのサポートについては、地域によって異
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表１ 外国人保護者グループインタビュー「日本で子育てをしていて困難だったことなど」

カテゴリ サブカテゴリ 内 容
調査地

１ ２ ３

言語の違いによる
問題

言葉全般 言葉が一番の問題、やっぱり問題は言葉 ● ● ●

日本語表現の難しさ 漢字が難しい。カタカナ言葉がわからない。ふりがなをつけても
らっても、言葉自体が難しく理解できない。 ●

社会制度・サービスの利
用における困難

一番困るのは病院。妊娠、子どもが病気の時病院で言葉がわから
ず不安。役所や学校・保育所からの手紙が読めない。捨ててしま
うこともある。災害時の非難に関することもわからない。

● ● ●

通訳や翻訳確保における
困難

みんな仕事でいそがしい、書類を読んでもらっても、全部は言っ
てもらえない、夫（日本人）も仕事で忙しい、自分の子どものこ
とだから自分で知りたい。

● ●

日本語習得の障壁 仕事、育児で勉強する時間がない ●

子どもの教育・学
校・進路に関する
悩みや問題

子どもの日本語力 最初は全くわからず学校で大変だった。日本人の子どもに比べて
日本語・国語ができないかもしれない。漢字が難しい。 ● ● ●

子どもの学習支援に関す
ること 言葉や教え方の違いで、子どもの勉強を手伝ってあげられない。 ● ●

子どもの進路に関するこ
と

学費が高いことが心配。子どもが学校に行かずに働くといってい
る。自分の国の大学に入れるべきか悩んでいる。 ● ●

学校でのいじめ・差別の
心配

日本の学校に入った場合、差別やいじめが心配。外国人の犯罪が
報道されると、子どもが学校でいじめに合わないか心配。 ● ●

子どもの母語維持 母語を維持して欲しいが、子どもは忘れてしまう、関心がない。 ● ● ●

親子関係に関する
悩み

親子のコミュニケーショ
ンギャップ

子どもがだんだんと日本語でしか話さなくなり、親子の会話が難
しくなる。子どもは日本語が理解できるが、自分はできない。子
どもが親の文化の違いを理解してくれない。

● ●

親子関係の変化 子どもとの関係が冷たくなってきている。子どもは日本人の友だ
ちと同じように物を欲しがるようになった。 ●

経済的問題 将来の学費のことが心配。保険や保育の費用が負担。 ● ● ●

文化や習慣の違い
に対する戸惑いや
困難

子育て観・親子関係の違
い

日本人の家庭では、親子関係が冷たいことに戸惑いを感じる。日
本では子どもが親を助けない。子どもにお金や物を与える。 ●

保育園の習慣の違い 保育園での習慣になれるのが大変だった。 ● ●

社会制度やサービ
スの利用に関する
不満や問題
（言葉に関するも
の以外）

医療機関・医師の対応 短時間の診療で、医師が早口で話すので、全くわからない。外国
人だから診察をしてもらえなかったことがあった。 ● ●

公的機関の対応 外国人だからきちんと対応してもらえないと感じる。外国人だか
らダメだといわれるのではないか。 ●

外国人向けサービス利用
の難しさ

外国人向けの相談などには、遠いので行っていない。電話ではな
かなか相談しにくい。 ● ●

情報に関する問題

社会制度・サービスに関
する情報がない

多分いろいろなサービスがあると思うが自分は知らない。インフ
ルエンザの予防接種時期を知らなかった。児童手当や住宅の申込
みがわからない外国人が周りにたくさんいた。

● ●

子育ての方法がわからない 夫も自分も初めての子どもで、子育ての仕方もわからなかった。 ●

情報へのアクセスがない どこにいけば情報が得られるのかわからない。 ● ●

ソーシャルサポー
ト・人付き合い

相談相手、援助者の欠
如、不十分さ

子育ての相談をする相手は少ない。最初は周りに子育てを助けて
くれる人も聞くところもなく寂しかった。友だちも忙しくてなか
なか会えない。

● ●

同じ国出身者と知り合う
機会がない

同じ国の人を見かけても、どんな人かもわからないので話しかけ
るわけにいかないが、知り合う機会もない。 ●

日本人とのつきあいの難
しさ

日本人と話していても、言葉の問題もあり、相手が何を考えてい
るのかわからない。日本人は曖昧、閉鎖的で難しいと感じる。 ● ●

子育てに関する不
安

漠然とした不安 子どもの行方が心配。子どもにとって何が一番いいかわからない。 ●

子どもの社会化に関する
悩み

親子一対一の関係なので、どこに行けば子どもを他の子どもと遊
ばせることができるのかわからない。 ●

保育の場の選択 日本の保育所か母語を話す知人か、子どもをどこに預ければ良い
のかわからない。 ●

― ―１１８ 社 会 学 部 紀 要 第１０３号



なる回答が得られた。子育てに関する制度的な社

会資源では、乳幼児健診などの母子保健サービス

や児童手当については利用している人が多かっ

た。また、「出産や子どもの病気の時に医師や看

護師が時間をかけてゆっくり話してくれた」「わ

かりやすい言葉や英語などを使って説明してくれ

た」「親切にしてくれた」といった医療関係者の

配慮が助けになったという発言も複数あった。

④子育てに必要なサービスや支援

外国人への多言語での情報提供や通訳の配置を

望むという発言が最も多く、その他には「同じ国

の出身者と知り合うなど交流の場や日本文化を学

ぶ場」「子育てや家族のことについて相談できる

ところ」や「就学援助の制度やその情報」などが

あげられた。

⑤日本での子育てについて感じていること

様々な困難な経験について語られた一方で、

「日本の生活は治安がよくて安心で、ここで暮ら

すことを嬉しく思っている」など、祖国での生活

に比べて日本での生活が安定していることや、

「自分の国より日本の方がサービスが豊富であり

がたい」「自分から積極的に探せば、自分の言語

の情報が得られる場所もたくさんある」「NPOや

国際交流協会などで援助や情報提供があり、不自

由はしていない」というように社会制度が充実し

ていることを高く評価する発言もあった。

その他には「子どもたちが学校でうまくいって

いることを誇りに思う」「子どもには二つの文化

があることを誇りに思って育って欲しい」などが

あげられた。

�．支援者へのインタビュー調査

１．調査方法

①対象及び調査期間

調査地を対象範囲として外国人支援に関わる業

務を行っている実践者で、「調査地で長期に渡っ

て外国人支援の実践経験があり、子どもを持つ外

国人に数多く関わる機会がある」「外国人保護者

へのグループインタビュー調査では対象とならな

かった国籍や生活状況等の外国人も含めて支援し

ている」という条件を満たす３名を選択し協力を

依頼した。調査期間は２００６年１月であった。

②方 法

半構造化インタビューにより、事前に文書で送

付した質問項目に沿って、それぞれ約１時間程度

のインタビューを実施した。調査目的と守秘義務

について説明し、許可を得た上でインタビューを

録音した。調査者が録音媒体から逐語録を作成

し、単位を抽出した。項目を質問項目ごとにまと

め、テーマを再編成した後、協力者の確認のもと

修正を加えた。

③インタビュー質問項目は、外国人の子育てニー

ズにはどのようなものがあるか、ニーズを充足

するためにどのような社会資源を利用している

か、ほかにどのようなサービス・支援体制が必

要か、現状における問題点は何か、等であった。

２．結 果

①対象者の属性

外国人への相談・支援活動を行っている民間団

体の職員、外国人女性の支援を行っている民間団

体の代表、及び外国人が多く居住する地域の小学

校で日本語教育を担当している加配教員の３名に

協力を得た。

②外国人の子育てにおける困難な経験

公的機関や病院、学校における言葉の問題、情

報に関する問題をはじめ、外国人保護者へのグ

ループインタビューで得られた内容と同様の問題

点が指摘された。

保護者へのインタビューではあげられなかった

内容では、仕事・経済的な問題、保育や学童保育

の問題、そして、在留資格に関する問題などがあ

げられた。特に、子どもが病気の時に預けるとこ

ろがないなど、小さい子どもをもつ親にとって仕

事と子育ての両立が困難であるという点が強調さ

れた。

③子育てでどういう資源を利用しているか

身近な知人や家族、教会、学校に配置される通

訳を含めて、外国人保護者から得られたものとほ

ぼ同様の回答があった。しかし、これらのつなが

りや情報を十分に持たず狭い範囲でしかサポート

が得られない場合や、そこから得られる情報も限

られているという問題などが指摘された。

④子育てに必要なサービスや支援

公的サービスの書類の多言語化、通訳の配置な

October ２００７ ― ―１１９



どの必要性が強調された。また、日本の学校や社

会制度を理解して適応するためには保育所や幼稚

園にいるころからの支援が必要という意見や、母

子家庭への経済的支援や生活保護を受けている家

庭への自立支援の必要性、そして、身近なところ

でサポートが得られたり相談したりできる場の必

要性などがあげられた。

⑤問題点や課題

通訳や翻訳のニーズをボランティアに頼ること

が多い現状に対する問題が指摘された。これらの

支援には言語能力だけでなく専門性が要求される

場面も多いが、現状ではリスクに対する保障もな

い。またそういったボランティアの中にも生活が

苦しい外国人の母親がおり、彼女たちの能力が正

当に評価され報酬が得られるべきであるとの意見

があった。さらに、外国人の親が自らのニーズを

伝える場がない一方で行政の側も外国人保護者が

どのようなことで困っているのかを知る機会がな

いため、ニーズ把握の方法を検討する必要がある

と考えている支援者もいた。

また、子どもたちが、自分の親が日本以外の文

化的背景を持っていることに価値をおけず日本に

同化してしまうのは非常に残念なことであり、周

囲が「多文化」に価値を置く社会を作っていくべ

きであるという意見もあった。

�．行政担当者へのインタビュー調査

１．調査方法

①対象及び調査期間

各調査地の自治体における子育て関連部署担当

者を対象に行った。各自治体の子育て支援担当部

署に文書によりインタビュー協力を依頼し、それ

ぞれ、児童・母子福祉部門、母子保健部門の担当

者計６名から協力を得ることができた。調査期間

は２００５年１１月から２００６年１月であった。

②方 法

支援者へのインタビューと同様の方法で実施し

た。

③インタビュー質問項目は、外国人保護者による

子育て支援・母子保健サービスの利用状況、外

国人の対応に際して困難だったこと及びその場

合の対応方法、外国人子育て支援の取り組み、

現状における課題や問題点、希望等についてで

あった。

２．結 果

①外国人による子育て支援関連サービスの利用状

況

外国人のサービス利用について統一したデータ

を得ることはできなかったが、二つの調査地では

児童手当と児童扶養手当、もう一つの調査地では

乳幼児健診の利用率が参考資料として準備され、

日本人と外国人の利用率に大差はないであろうと

の推測が示された。その理由として、個別通知や

未受診者への訪問などのフォローをしていること

や、制度を出生届の段階で周知していることがあ

げられた。一方、子育て相談、ひろば、子育て

サークル、講座事業などは外国人保護者にはほと

んど利用されていないとのことであった。

②外国人への対応状況

外国人利用者の対応にあたっては、「ほとんど

の人がある程度の日本語ができるか日本語のわか

る家族や知人と来所するので、言葉の問題で困る

ケースは少ない」という回答が三つの調査地で共

通していた。外国人利用者への配慮としては、多

言語の母子手帳や予防接種の副読本、パンフレッ

ト、冊子等の利用や、役所内の別の部署には通訳

がいるという答えもあったが、これらの利用頻度

を尋ねると実際に利用されているのは一部で、そ

の場の対応でなんとかなっている」「利用しにく

い」「予算がない」などの理由で、使われていな

い場合が多いことがわかった。

外国人の対応に際して他機関への協力を求める

などの連携を積極的にしていた担当者はごく少数

に留まり、必ずしも職員間に周知されたシステム

として実施しているのではなく、担当者個々の判

断によって行われていた。

③対応が困難なケース

対応が困難なケースとしては言葉が通じないこ

とによるコミュニケーションの問題、祖国との文

化や制度の違いのため制度理解が困難なこと、制

度利用における手続き上の問題、そして、不在が

ちであったり、一時帰国、転居によってフォロー

が困難になるケースがあげられた。特に、制度の

利用資格等の説明を理解・納得してもらえない場
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合や、保健指導の細い説明をする際に、ある程度

の日本語が話せても難しい場合があるということ

であった。

④問題点・今後の課題

「外国人の保護者からの子育てに関する相談な

どは少なく、ニーズが把握できていない、本当に

困ったり、悩んだりしていても相談できているの

かどうかわからない」という回答が共通してあげ

られていた。また、制度に関する情報が正確に伝

わっていないことがトラブルの原因となる場合も

多いことから、多言語による情報提供の必要性も

指摘された。さらに、外国人が日本の習慣や制度

について学べる場、外国人の親が集える場や困っ

た時に利用できる窓口などの必要性について述べ

られた。

�．まとめ及び考察

１．外国人の子育てにおける困難な経験

外国人保護者へのグループインタビュー及び支

援者へのインタビュー結果をまとめ、外国人が子

育て上経験している問題についての考察を試みた。

①社会生活上の言葉の問題

公的機関・病院・学校・保育所などの社会的制

度やサービスの利用における言語の問題は、これ

までにも多くの先行研究によって指摘されている

（清水・増田，２００１；李，２００３；堀田，２００３）。本

研究でも、言語の違いによる困難な経験に関して

は、三つの調査地で共通して強調されていた。特

に病院でのコミュニケーションの問題や、学校、

役所などからの書類がわからないといった問題が

外国人の親にとって大きな不安とストレスの原因

としてあげられていた。中でも、「一番困るのは

病院」という発言に表れているように、妊娠中、

出産、育児期を通して医療機関の利用において特

に不安な経験をしていることがわかった。伯野・

中村・日暮（（１９９３）の調査では妊産婦の日本語

のレベルの低さが出産時のトラブルの多さと関連

していることが示されている。また、日本語が全

くできない母親は予防接種や検診に対する不安が

高いことも報告されている（山岡，２００７）。本研

究においても特に低年齢の子どもに関して病時の

不安が大きいと述べられていた。このように、子

どもの年齢が低く、日本語力が限られているほど

医療・保健機関の利用における不安や困難が大き

いと考えられる。

今回のインタビュー参加者のうち、１名は以前

に外国人集住都市での生活を経験しており、そこ

では病院や公的機関に通訳が配置されていたため

問題は感じなかったと発言していた。集住都市に

住むブラジル人を対象に実施されたインタビュー

においても、子育ての問題があれば保健所に相談

に行くことや、病院や公的機関の通訳は子育てに

おける様々な相談にも対応し、通訳以上の役割を

果たしていることが報告されていた（堀田，

２００３）。また、伊藤・中村・小林らの調査では、

保健センターに通訳を配置することで、母子保健

指導におけるコミュニケーションが改善されたこ

とが報告されている（伊藤・中村・小林，

２００４）。このように、外国人住民が多く利用する

機関では通訳や外国人の職員を配置することが最

も望まれる支援であると言える。

社会的なサービスの利用に関連して、子育てに

関する情報や、子育て関連制度・サービスの情報

量の少なさや情報へのアクセスが限られていると

いう問題がある。日本語力が十分でない場合はも

ちろんであるが、ある程度習得している場合で

あっても、漢字や書き言葉に使われる語彙が難し

いこともあり、多くの情報の中から必要な情報を

収集することは容易ではない。しかし、多言語の

パンフレットの存在を知っていても必ずしも読ま

ないという調査結果もあり、情報提供の方法にも

外国人住民にとってアクセスしやすい形をとる必

要がある（堀田，２００３）。現状では自分の言語で得

られる情報が限られていることから、多くの場合

は知人や友人などからの狭い範囲に偏った、限ら

れた情報に頼っている場合が多いと考えられる。

②経済的問題及び就労と保育の問題

経済的問題としては、子どもの学校にかかる費

用が負担になっていることや、将来の学費に関す

る不安などがある。また、国籍や言葉の壁に加え

て、保育所入所のタイミングや、保育の時間帯が

雇い主から要求される労働時間にはあわないと

いった問題が乳幼児を抱えた外国人の親たちの就

職をさらに困難にしている。

また、外国人の場合、勤務時間の長さや労働条
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件の厳しさなどのために子育てと仕事の両立に困

難を感じている場合も多い（清水・増田，２００１；

清水，２００２；李・井上・牛島，２００３）。多くの外国

人は不安定な雇用条件のもとで働いているため、

仕事を休むことによって職を失ってしまう可能性

が高く、生活に対する不安を持っている（李・井

上・牛島，２００３）。このため、子どもが病気であっ

ても仕事を失うことを恐れて休むことはできず、

病時に預けるところがないということは日本人の

親以上に大きな問題である。本調査では、病気の

子どもを一人家に置いて仕事に行ったり、上の子

どもの学校を休ませて世話をさせたり、子どもを

祖国に置いて来るという選択をせざるを得ない状

況もあることが明らかになった。子育て以前の経

済的な問題を抱える場合も多く、支援者の一人は

「子育てはまず生活のニーズが充足されてから始

めて成り立つもの」と、様々な移住の背景の中で

生活の基本的ニーズに関わる問題を抱えて子育て

をしていくことの困難さを強調していた。特に母

子家庭の場合は母親に仕事と子育ての二つの責任

が集中しているためこの問題がより深刻である。

③子どもの学校生活や進路

子どもの日本語力の問題と、親の日本語力、就

労時間の長さ、教え方の違いなどのため子どもの

学習援助が難しいという問題があり、子どもの学

習に関する悩みも大きい。また、インタビューに

参加したほとんどの保護者が高等教育への進路を

望んでいたが、共通して高額な学費が悩みとなっ

ていた。また、年齢が上がるにつれ進路に対する

子どもとの意向の違いもおこっている。学校での

いじめや差別に関する心配もあり、外国人の犯罪

が報道されると特に心配が大きくなるということ

であった。

④親子間の文化変容差と親子関係の問題

李・井上・牛島（２００３）は、子どものアイデン

ティティが親の期待とは異なったり、親に反発す

るといったことによる不安が育児不安のもっとも

重要な要因のひとつであると示した。また、親子

の異文化適応の差が親子間のコミュニケーション

の難しさや子育ての難しさに結びついているとい

う研究もある（Buki et al.，２００３）。本研究でも、

子どもが日本の文化から影響を受けていくに従っ

て親子関係に葛藤が生じることはひとつの主要な

テーマであった。子どもたちは保育所や学校に行

き始めると親よりもはるかに早いスピードで日本

語を習得する。しかし、母語習得の機会は少な

く、だんだんと母語を話さなくなっていく場合も

多い。一方で親は長時間労働と子育てに追われる

毎日で日本語を習得する機会や時間も限られてい

る。このため、子どもの年齢が上がるにつれて親

子間で意思の疎通が難しくなってくるという問題

がある。また、子どもが周囲から日本の習慣や価

値観を取り入れていく中で、親の文化や母語に対

して否定的な感情を抱くようになるということも

ある。また、祖国での親密な親子関係に比べて、

日本人親子関係を冷たいと感じている親にとっ

て、子どもとの関係が疎遠になるなどの悩みがあ

る。外国人の親が日本の愛情表現を冷たく感じる

ということは、清水（２００１）がブラジル人を対象

にした調査結果にも示されており、あまり感情を

表に出したりスキンシップをとったりしない日本

の親子関係に自分の子どもが馴染んでいくこと

は、感情の表現が豊かな文化から来た親にとって

の共通の悩みであると考えられる。

⑤子育てに関する不安

言葉や文化の異なる国で子育てをする上で、子

どもの将来に対する漠然とした不安がある。子ど

もがまだ小さい場合には、どこに行けば他の子ど

もと遊ばせることができるのか、といった問題も

ある。また、初めての子どもの時には子育ての方

法がわからなかったなど、一般的な育児の不安や

悩みもある。日本人の夫や姑がいる場合にも、身

近に母語で相談できる人がいないため、同様に不

安を感じている。

⑥その他

今回の調査では発言は少なかったが、周囲の無

理解によって、社会保障制度の利用が制限された

り、教育を受ける権利等、子どもの権利が奪われ

てしまうという問題も起こっている。

２．子育てにおけるサポート源等

ソーシャルサポートは、異文化への適応におい

ても子育てにおいても重要な役割を果たすことが

知られている。ソーシャルサポートが移民の適応

過程における文化変容ストレスを緩和し、精神的

健康を高める上で主要な役割を果たすことは多く

― ―１２２ 社 会 学 部 紀 要 第１０３号



の先行研究によって示されている（Salgado de

Snyder，１９８７；木村，１９９６；Choi，１９９７；Han et

al.，２００７）。同国人のサポートが精神的ウェル

ビーイングに結びつくという研究も多いが、移住

先のメンバーとのつながりのほうがより役に立つ

こともある（Berry，２００６）。しかし、ほとんどの

研究では、両方からのサポートがもっとも移民の

適応の良さに結びついている（Berry，２００６）。日

本における外国人の母親を対象にした研究では、

夫や友人からのソーシャルサポートの高さが外国

人の親の精神的健康度の高さと関連していた（今

村・�橋，２００３）。
今回の調査で子育てにおける主要なサポート源

として確認されたのは家族や親戚、同じ国出身の

友人であった。その他には職場の通訳や同僚、教

会、近隣の日本人、支援団体や国際交流協会、学

校や学校に派遣されている通訳などもあげられた

が、後者に関しては個人差や地域差があり必ずし

もこれらのサービスを利用できているわけではな

かった。このようなサポート源とのつながりを持

たない場合や、家族や友人などが忙しくサポート

を得にくいなど、相談相手や援助を十分に得られ

ず不安な中で子育てをしているというケースもあ

ることがわかった。また、日本人とのコミュニ

ケーションが難しいと感じていたり、同じ国出身

者と知り合う場がないなど、新しい関わりの機会

を持ちにくい状況もある。もう一つのサポート源

となっているのは、カトリック教会やその他の宗

教組織である。しかし、信仰を持たない場合や他

宗教の信者である場合にはこれらのサポートは得

にくく、孤立しやすい場合もある。このように、

外国人が子育てにおいて受けることができるサ

ポートの量や質は多様であると考えられる。

３．行政の子育て関連サービスの利用に関する現

状

外国人保護者、支援者、及び行政担当者への調

査結果を照らし合わせた結果、以下のような実態

が明らかになった。

①言葉の問題に対する認識の差

今回の調査において、言葉の問題は保護者から

最も多くの発言があり不安や困難が強調された点

であった。しかし、この点に関する行政担当者の

認識と当事者及び支援者の訴えの間にズレがあっ

た。行政の子育て支援関連サービス担当部署への

聞き取りでは、全ての担当者が「ほとんどの外国

人が通訳や知人などと同行するか、本人がある程

度言葉がわかるので問題になることは少ない」と

答えているのに対して、外国人保護者は、通訳・

翻訳者確保が必ずしも容易でないことや、窓口で

十分に説明が受けられないことなどのため、サー

ビス利用に困難を感じていることがわかった。ま

た、通訳や翻訳の依頼を受けることの多い支援者

は、ボランティアに依存している現状の矛盾や、

専門性の問題などを指摘している。

②言語的対応や情報提供の不足に起因する誤解や

トラブル

社会的なサービスや制度に関する正確な情報が

外国人の保護者に充分に行き渡っていないため

に、外国人の保護者が制度に関して誤った理解を

してしまうことや、行政の窓口においても外国人

利用者への情報提供や説明が出来る体制が不十分

であることが、申請時のトラブルなどを引き起こ

す結果になっていることも明らかになった。この

点について、行政担当者は「ある程度言葉がわか

る場合でも制度を理解してもらうのが難しいこと

がある」と述べていたが、一方で外国人保護者の

中には外国人だから差別的な対応を受けたと捉え

ている人もいた。支援者からは説明の不十分さだ

けでなく、実際に不等に申請を受理しなかった

ケースも指摘された。さらに、外国人同士に限ら

ず、日本人も制度を誤って理解している場合もあ

り、そういった情報を一度信じてしまうと修正が

難しくなるといった問題点をあげていた。

③外国人からの子育て相談の少なさと潜在的ニー

ズ

行政担当者の発言内容に共通していたことのも

う一点は、「外国人から子育ての悩みなどについ

ての相談を受けることはほとんどない。」「制度の

利用にとどまっている」「子育ての悩みや困って

いる人が相談できていないのではないか」という

ことであった。この原因としてもやはり言語と情

報の問題が考えられる。まず、言語の違いが主な

原因となって十分なコミュニケーションが難しい

ため、相談に至らないという点である。そして、

制度の情報や知識が少ない外国人にとって、行政
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で子育て相談に対応していること自体が知られて

いない可能性が大きい。さらに、外国人の親たち

が困難を抱えているという状況を行政が十分に把

握していないために、必要な対応に至っていない

とも考えられる。本調査でも、「子育ての方法がわ

からなかった」「子育てや家庭のことなどについ

て相談できるところがあればよかった」と初めて

の子育てにおける不安やサポートの必要性が示さ

れた。このように必ずしも十分にサポートを得ら

れているとは限らない一方で、行政による子育て

相談もあまり利用されていないのが現状である。

�．今後望まれる外国人への子育て支援に
ついて

調査の結果から、今後特に重要な外国人子育て

支援の内容としては以下のようなものが考えられ

るであろう。

①公的機関における言語的対応と多言語による情

報提供

子育てに関連する主要な制度についての周知と

制度理解のための援助が重要である。特に、初め

て子育てをする親に対してどのように効果的に情

報提供していくかということが課題である。外国

人の場合、広報などから得られる情報量は非常に

限られていることから、外国人登録、母子手帳の

交付、出生届、児童手当、母子保健サービス利用

時などの機会を通じて多言語による情報提供も行

うべきであろう。また、今回の調査では、インター

ネットにより事前情報を収集したという保護者も

いた。現在、多くの自治体では外国籍住民向けの

ホームページや広報などを利用して外国籍住民へ

の情報提供を行っているが、今後さらに ITの有

効な活用を視野にいれ、外国人がアクセスしやす

い形での情報提供が必要である（堀田，２００３）。

また、外国人が相談できる窓口の設置や、あま

り利用されていない既存の資源を各部署で有効か

つ積極的に活用していくことが望まれる。さら

に、これまで既に利用者の依頼に応じて協力して

いる外国人の能力を活用し、雇用につなげること

も検討すべき点である。

各地に居住する在日外国人の文化・言語的背景

は多様化が進んでおり、全ての言語に対して

フォーマルな形で通訳を配置するといった対応は

必ずしも容易でないと考えられるため、言語的対

応の方法については創意工夫が要求されるであろ

う。

②外国人子育ての潜在的ニーズ把握

言語の違いなどのため、外国人の育児の悩みな

どに関するニーズも表面化しにくいと考えられる。

しかし、実際には様々な困難を抱えサポートも限

られている場合があり、公的機関や地域の様々な

場面でニーズを拾い上げていく必要がある。まず

乳幼児健診などでは言語的対応を充実させ、ニー

ズの発見と支援に繋げていくべきであろう。

③日本語の習得や日本の制度・文化理解への支援

日本に暮らす外国人が日本社会で生活・子育て

をして行く上で、社会によるサポート体制が重要

であると同時に、当事者が日本社会に適応するこ

とも大切である。特に日本語の習得と日本文化や

日本の諸制度の理解は、親たちが、子育てに必要

な社会サービスを円滑に利用し、また、より多く

のサポートを得るために重要であろう。しかし、

現状では子育て中の外国人が日本語の習得や日本

の文化や制度を学べる機会は限られているため、

幼い子どもを連れて気軽に利用できる日本語・文

化習得の場の創出が必要である。

④子育て相談や交流を通してサポートが得られる

場の提供

一般的な育児の悩みに加えて、二つの文化の間

で育つ子どもの母語の習得や親子関係、また子ど

もの学校や進路の問題など、外国人の子育てに特

有の問題について相談したり共有したりできる場

が必要である。また、日本人との関わりによって

日本社会への適応が促進されると考えられること

から、日本人との交流ができる場も必要であろ

う。一般の子育て相談やサークルの利用は躊躇し

てしまったり、利用してもニーズの充足につなが

らないことが考えられるため、外国人が気軽に利

用しやすく、外国人のニーズに対応したサポート

を提供できる場が必要である。このような場を通

して、外国人の親が支援を受けるだけではなく、

子育て経験を持つ親たちが他の親を支援するな

ど、相互支援も促進することができる。乳幼児を

もつ親にとって地理的に離れた場所へは気軽にい

くことは難しいことからこれらの支援は地域の身
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近なところで提供することが望まれる。

⑤外国人の雇用状況と保育ニーズに合わせた支援

やサービスの充実

外国人の雇用条件は厳しい場合が多いことや、

経済的理由から長時間労働をする外国人も多く、

保育に関して様々な問題がある。すぐに預けられ

ることや、長時間の保育や学童保育などが必要で

あり、これらのニーズに対応した支援が必要であ

る。また、学童保育に関しては、次に挙げる学習

支援などもあわせて提供することが必要である。

⑥就学に関する支援や子どもの学習支援・母語支

援

学齢期の子どもを持つ親にとって、日本の学校

制度の理解の難しさ、子どもの学習支援が大きな

問題となっている。子どもが自分で通うことがで

きる地域の身近なところで、これらのサービスの

提供が必要である。

�．本研究の限界および今後の課題

本調査では、支援団体などを通じて外国人保護

者の協力を募ったということもあり、対象者の属

性は一定の範囲に限定されていた。また、対象者

数は限られていたこともあり、この結果を一般化

することはできない。しかし、グループインタ

ビューによって保護者への聞き取りを行ったこと

や支援者への聞き取りを行ったことにより、外国

人が子育てにおいて経験している問題やニーズの

充足状況について幅広い内容の回答を得ることが

できた。

先行研究や今回の調査結果からも明らかなよう

に、外国人の子育てを理解するためには、日本人

を対象にした育児不安や育児ストレスという枠組

みでは十分ではない。多くの外国人にとっては、

異文化での子育てに起因する外国人特有の問題や

経済的問題を含めた生活上の基本的な問題が子育

てを困難にする主要な要因になっていると考えら

れた。今後は、これらの知見をもとに外国人の子

育てについて理解するための枠組みを検討し、対

象者数を増やして調査を行っていく予定である。
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Exploring the Needs of Foreign Parents in the A Prefecture
―― From interviews with foreign parents, public service providers, and supporters ――

ABSTRACT

The purpose of this study is to explore and identify the difficulties and the needs

experienced by foreign parents who are raising young children in Japan. It also aims to

find out their sources of social support and the use of social services for child-rearing.

Three focus group interview sessions were conducted with 13 foreign parents living in the

A prefecture. Interviews were also conducted with six public service providers and three

professionals who provide supportive services for foreign residents in the community.

Transcribed data were coded and summarized into categories and sub-categories. The

results revealed a range of difficulties experienced by foreign parents including language

problems, children’s education and school related problems, intergenerational conflicts,

economic issues, problems related to employment and child-care, lack of information, lack

of social support, anxiety in child-rearing, and so on. Family members and friends from the

same countries were found to be the most important source of support for most parents,

although some parents found support from Japanese neighbors more useful because of

geological distance from their families and friends. Most parents utilized basic social

services for parents and children. However, there were discrepancies in their perception of

the language problem between parents and public service providers.

Key Words : foreign residents in Japan, needs of parents in child-rearing,

support for child-rearing
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